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ＴＳＩホールディングス健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 27497
組合名称 ＴＳＩホールディングス健康保険組合
形態 単一
業種 その他の製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

4,752名
男性29.0%

（平均年齢36.7歳）*
女性71.0%

（平均年齢34.0歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 6,067名 -名 -名
適用事業所数 16ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

16ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

90‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 3 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,139 ∕ 1,602 ＝ 71.1 ％
被保険者 1,105 ∕ 1,402 ＝ 78.8 ％
被扶養者 34 ∕ 200 ＝ 17.0 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 63 ∕ 105 ＝ 60.0 ％
被保険者 63 ∕ 104 ＝ 60.6 ％
被扶養者 0 ∕ 1 ＝ 0.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 544 114 - - - -
特定保健指導事業費 3,080 648 - - - -
保健指導宣伝費 3,357 706 - - - -
疾病予防費 106,836 22,482 - - - -
体育奨励費 1,184 249 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 32 7 - - - -
　
小計　…a 115,033 24,207 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,846,391 388,550 - - - -
a/b×100 （%） 6.23 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 6人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 285人 25〜29 222人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 133人 35〜39 205人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 180人 45〜49 177人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 101人 55〜59 49人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 39人 65〜69 10人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 17人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 540人 25〜29 634人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 484人 35〜39 490人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 464人 45〜49 312人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 193人 55〜59 87人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 37人 65〜69 10人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 5人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 122人 5〜9 148人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 127人 15〜19 66人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 23人 25〜29 6人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 0人 35〜39 2人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 2人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 2人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 107人 5〜9 139人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 119人 15〜19 81人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 24人 25〜29 12人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 19人 35〜39 24人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 62人 45〜49 55人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 29人 55〜59 17人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 14人 65〜69 13人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
1.被保険者の平均年齢は、他の健保に比べ低い。
2.被保険者の女性の構成割合が高い。
3.事業所の拠点が全国に点在しており、加入者も散らばっている。
4.被扶養者の人数が少なく、扶養率は0.25と低水準である。
5.当健保組合には、医療専門職が不在である。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
特定健診の受診率が相対的に低い。
生活習慣病のリスク対象者への対応が不十分である。
被保険者の婦人科検査の受診率は高い。
事業所との共同事業ができていない。
加入者に対する情報の発信が不十分である。

事業の一覧
職場環境の整備
　特定健康診査事業 　事業主との連携により特定健診・特定保健指導の受診率を向上
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診事業
　特定保健指導事業 　特定保健指導事業
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品希望シールの配布
　保健指導宣伝 　赤ママ冊子配布
　保健指導宣伝 　ホームページ
　保健指導宣伝 　健康マガジンの配布
　疾病予防 　健康診断（婦人科健診の実施）
　体育奨励 　契約保養所利用補助
　体育奨励 　体育施設利用促進
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　ストレスチェックの実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
特
定
健
康
診
査
事
業

2,3
事業主との連
携により特定
健診・特定保
健指導の受診
率を向上

事業主・健診代行業者・健保組合の連携を強化し、特定健診、特定保
健指導の受診率目標を達成する。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 5,083

特定健診は、受診期間を令和4年7月〜
令5和年3月に設定、パーソルワークス
デザイン㈱との契約を継続し健診受診
管理を行なった。
特定保健指導は、㈱ベネフィット・ワ
ンへの委託契約を継続し、事業主と連
携して受診対象者へのアプローチを強
化し実施した。

特定保健指導の実施については、対象
者に対して従来から行なっている書面
送付での実施勧奨だけでなく、事業主
と連携して直属の上長からの実施勧奨
や就業時間中の実施を許可したことで
実施率が大きく向上した。

被扶養者の特定健診受診率が低い状況
が続いているが、効果的な改善策が見
出せない状況にある。
特定保健指導については、事業主との
連携による施策を継続していくことで
更に実施率を上げていきたい。

3

加入者への意識づけ
個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診事業 健診実施率を向上させ、生活習慣病の予防及び改善を図る 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 5,083

事業主と健診代行業者パーソルワーク
スデザイン㈱及び健保組合により運営
・実施。
事業主による事業所での集団健診を、
年3回実施した。
受診期間は、7月から翌年3月までに設
定。（一部4月受診となった）

事業主の健康診断に対する理解が深ま
っており、積極的に受診勧奨が行なわ
れている。
健保組合としては、女性専用のクリニ
ックとの契約を増やすことで、構成比
の高い女性加入者の受診環境整備を継
続的に進めている。

被扶養者の健診受診率を上げることが
、大きな課題となっている。現在のと
ころ効果的な改善策を見出すことが出
来ずにいる。

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
事業

特定保健指導の実施率を上げることで該当者を減らす。（対象者割合
の減少） 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 2,284

6月にスタートした。該当者に健保組合
から事前に通知してから、㈱ベネフィ
ット・ワンから申込案内を送付した。
当年度からは同意承諾書を廃止して、
全ての対象者に対し申込を促すことと
した。

健保組合と㈱ベネフィット・ワンから
数度にわたり郵送や電話でアプローチ
を行なった。また事業所の直属の上長
から特定保健指導の利用を促し、就業
中の実施を認めることにしたことで実
施率は大きく向上した。

業務の多忙を理由に、特定保健指導の
実施を拒否する方が一定数いる。自身
の健康維持のために特定保健指導を利
用することが有効な手段であるという
ことを理解してもらうことが、実施率
向上を図るうえで重要な課題となって
いる。

4

保
健
指
導
宣
伝

8 医療費通知 加入者に対して、医療費状況把握と医療費削減の意識づけを行う。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 718

医療費通知は令和4年の1月〜11月分の
明細を、令和5年2月末に本人宛に送付
した。（確定申告時に間に合うように
するため）

自身が使っている医療費を知ることに
より、医療費削減の意識づけになって
いる。
また、確定申告時に医療費控除を行な
う場合の手続の簡略化に役立っている
。

年間（1月〜12月）の医療費が掲載され
たものを、送付できるようになること
が望ましい。今後の対応については、
システムベンダーとも相談しながら進
めていく必要がある。

5

7 ジェネリック
通知 ジェネリック医薬品の利用促進により、医療費の削減に繋げる。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 159

令和3年10月から令和4年3月までの期間
に使用した医薬品で、ジェネリック医
薬品に置き換えた時の差額が500円以上
ある場合の条件設定で通知書を作成し
本人宛に郵送した。

医薬品の使用に係る費用削減の意識を
醸成することに役立っている。

ジェネリック医薬品の信頼を損なうよ
うな事件があったりしたことで、使用
に不安を抱く方々がいる。ジェネリッ
ク医薬品を安心して使ってもらえるよ
う、関係機関からの発信を行なっても
らうことも必要であると考える。

4

7
ジェネリック
医薬品希望シ
ールの配布

ジェネリック医薬品の利用促進により、医療費の削減に繋げる。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 151 9月に加入者全員に「ジェネリック医薬

品希望シール」を郵送した。

ここ数年間、ジェネリック医薬品希望
シールの配布を数年間実施していなか
った。シールを保険証やおくすり手帳
に添付してもらうことで、ジェネリッ
クへの変更を促す効果を狙ったもので
ある。

ジェネリック医薬品の信頼を損なうよ
うな事件があったりしたことで、使用
に不安を抱く方々がいる。ジェネリッ
ク医薬品を安心して使ってもらえるよ
う、関係機関からの発信を行なっても
らうことも必要であると考える。

5

8 赤ママ冊子配
布 情報冊子の提供による育児支援の実施。 全て 女性

18
〜
74

加入者
全員 674

出産育児一時金の申請があった方に1年
間、月1回発行の冊子である『赤ちゃん
と』を配布している。

配布した方から回収されたアンケート
では、冊子のおかげでいろいろと役立
つ情報が得られた等の好意的な意見が
寄せられている。育児支援の情報提供
ツールとして役立っている。

『赤ちゃんと』以外にも類似の情報誌
が多く存在していることから、他誌と
内容やコストを比較検討することも必
要である。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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5 ホームページ
健康保険組合からのお知らせや、各種手続きの方法、健康意識向上の
ためのコンテンツを提供し、健康管理に対する意識づけや健保組合の
活動に対する理解を深める。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 446

健保組合の制度利用の手引き（健康保
険制度・健康情報・各種届出等の解説
・手続き用紙のダウンロード）として
運営していることにに加え、『ニュー
ス』や『公告』ページを適時更新し加
入者への情報発信を強めている。また
、予算及び決算情報も随時公開してい
る。

『ニュース』ページと『公告』ページ
の活用により、加入者への情報発信を
強化した。また、事業所のイントラネ
ット利用や広報との連携による情報発
信で、アクセス件数も徐々にではある
が増加傾向にある。

加入者の閲覧は、各種手続き等の必要
性が生じた時が主であると思われる。
今後は、『お知らせ』レベルのものだ
けではなく、加入者が興味を持って検
索してもらえる情報等の掲載を検討し
ていく必要がある。

4

4 健康マガジン
の配布

健康診断を受診した４０歳以上の被保険者に、健診結果データをもと
に個々の健康状態に合わせてオーダーメイド化された健康情報を冊子
にて提供する。
健康管理に対する意識変容を促し、健康行動へと結びつけることを狙
いとしている。

全て 男女
40
〜
74

被保険
者 - - - - -

疾
病
予
防

3
健康診断（婦
人科健診の実
施）

婦人科疾患の早期発見・早期治療。
費用の補助（３０歳以上の女性）女性の健康課題に対応する目的で、
婦人科疾患に特化した健診メニューを提供する。

全て 女性
30
〜
74

加入者
全員 12,004

原則として、健康診断と同日に受診し
た場合に補助金を支給している。
対象は30歳以上の女性。
※30歳未満の女性に対しては、子宮頸
がん検査の補助金（2,000円）を支給し
ている。

対象者のうち、健康診断を受診した方
の約84％が婦人科健診を受診した。
婦人科健診の補助金が14,000円と、充
実していることも一つの要因と考えら
れる。

健康診断受診時に80〜90％の方が婦人
科健診を受診している実態から、健康
診断自体の受診率を上げることで自ず
と婦人科健診受診者が増えていくと思
われる。事業主と連携して、健康診断
受診率の向上を図りたい。

4

体
育
奨
励

8 契約保養所利
用補助 被保険者・被扶養者の健康増進、心身のリフレッシュ。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 12

当健保組合のホームページ上で告知し
ているが、利用者数は少ない状況にあ
る。

期待する効果は上がっていない。
利用者にとっても単なるリクリエーシ
ョン活動と捉えられてしまっている感
が否めない。

加入者に対する周知広報が、まだまだ
行き届いていない。当健保組合の母体
企業のグループユニオンで実施してい
る福利厚生事業の中に同種の契約保養
所の利用があるため、そちらとの連携
も視野に入れて利用者増を図りたい。

1

5 体育施設利用
促進 こころと体の健康増進を図る。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 - - - - -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断 疾病の早期発見・早期治療 被保険者 男女 18
〜
29
事業所単位もしくは複数の事業所の共同事業と
して、一部予約・精算代行業者とも契約しなが
ら実施している。

内勤者については、ほぼ１００％受診している
。外勤者についても健診スケジュールを事前か
ら告知して受診しやすい環境づくりを行ってい
る。
集合健診が困難な事業所については、加入者の
ニーズを聞きながら、新規の契約機関を開拓し
、間口を広げている。

母体事業所は、定期健康診断を健診代行業者に
委託し、告知から会場の確保等まで行っている
。
全ての事業所について一元化を目指しているが
、事業所毎の諸事情により、一元化は実現して
いない。

有

ストレスチェック
の実施 メンタルヘルス系疾病の予防と減少。 被保険者 男女

18
〜
74
EAPコンサル業者に委託して事業所単位で実施
。実施時期は秋口が多い。

EAPコンサルの指導の下実施しており、プライ
バシーの保護も含め従業員の理解も浸透してい
る。

ストレスチェックの結果を受けて、各事業所で
具体的にどのように職場環境の改善を行えばよ
いのかが分からない。高ストレス者に対する今
後の対応が課題。

無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

7



STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診受診率推移 特定健診分析 ・被保険者の特定健診受診率は、単一健保としては低い水準にある。

・被扶養者の特定健診受診率は概ね10％となっており、改善の兆しが見え
ていない。

イ 特定保健指導実施率 特定保健指導分析 ・被保険者の特定保健指導実施率は、事業主とのコラボヘルス実施により
飛躍的に上昇した。
・被扶養者の特定保健指導実施率は、対象者が少ないこともあるが実施実
績が0となっている。

ウ 年度別・年齢区分別 医療費総額/一人当たり医療費 医療費・患者数分析 ・医療費総額は30代が最も大きくなっているがこれは被保険者数が多いた
めであり、一人当たり医療費としては平均的なものである。
・一人当たり医療費は50代と60代以上が大きく、他の年代では概ね同額と
なっている。
・一人当たりの医療費は、50代を除き増加傾向にある。

エ 上位疾病 医療費・患者数分析 ・医療費総額は、歯科関連疾患（歯肉炎・歯周病）と、新型コロナ関連（2
220コード表示）が突出して多い。
・医療費の第三位以降では、女性器・妊娠出産・月経障害などの婦人科系
疾病や、糖尿病、などがある。

オ BMI判定分布（健康分布図） 特定健診分析 ・男性の肥満該当のうちリスク保有者（低リスクと高リスク）は53.7％い
て、非肥満でもリスク保有者は38.7％いる。
・女性では肥満該当のうちリスク保有者は40.7％いて、非肥満該当でもリ
スク保有者は15.4％いる。

カ 後発医薬品の使用数、使用率 後発医薬品分析 ・後発医薬品の使用率は2021年以降は、目標の80％を達成している。
・年代別に見ると10代未満と45～49歳、65歳以降が使用率80％に届いてい
ない。
・30～40歳代を中心に多くの年齢層で切替可能数量が一定数以上ある。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・被保険者の特定健診受診率が単一健保の中では低い状況が続いており、生
活習慣病の早期発見や予備軍に対する注意喚起が漏れてしまっている可能性
がある。
・被扶養者の特定健診受診率が低いまま放置されており、疾病予防対策が行
なえない状況にある。

 被保険者向への受診勧奨策
・事業主を通じたコラボヘルスによる受診勧奨
被扶養者向への受診率向上策
・電話による受信勧奨
・被扶養者用の受診勧奨パンフレット制作、ハガキの送付など



2
・被保険者の特定保健指導実施率は向上してきておりコラボヘルスの成果が
上がっているが、経年者の減少が今後の課題である。
・被扶養者に対してはほとんど実施できておらず、生活習慣病のリスクが放
置されてしまっている。

 ・被保険者向けには現状のコラボヘルスを継続し、高い実施率の維持に
努める。
・被扶養者向けには、指導への申込受付と実施体制の準備を整えて実施
可能な状態を整備すると共に、周知を図る方策を検討する。



3
・一人当たり医療費は50代と60代以上が大きく、他の年代では概ね同額で
ある。
・一人当たり医療費は、50代を除き増加傾向が続いている。

 ・医療費総額の大きい30代と、一人当たり医療費が大きい50代、60代
以上を中心に医療費削減のための対策を進める。
・10代以下は被扶養者が多く直接的な働きかけが難しいため、ポピュレ
ーションアプローチを中心とする。



4
・医療費総額は、歯科関連疾患と新型コロナ関連によるものが突出して多い
。
・女性の被保険者の割合が高いため、女性器・妊娠出産・月経障害などの婦
人科系疾病の医療費が上位となっている。

 ・既存の感染症予防対策を継続する。
・女性の健康課題への正しい知識の取得、適切な医療機関へのかかり方
などの情報提供をする。



5
・男性の肥満該当のうち、リスク保有者は53.7％いる。非肥満でもリスク保
有者は37.8％いる。
・女性では、肥満該当のうちリスク保有者は40.7％いる。非肥満該当者でも
リスク保有者は15.4％いる。

 ・特定健診結果の分析を定期的に行ない、肥満該当者およびリスク保有
者の把握を行なう。
・肥満やリスク程度に応じた予防策、リスク低減の策を講じる。
・非肥満であってもリスク保有者には、受診勧奨、治療・服薬の中断防
止策を講じる。

6
・後発医薬品使用率は2021年度以降は、目標の80％を達成している。
・年代別では10代未満と45〜49歳、65歳以降が使用率80％に届いていない
。
・多くの年齢層で切替可能数量が一定数以上ある。

 ・既存の対策は改善をしつつ維持とする。
・未成年の被扶養者へは、既存のポピュレーションアプローチでの対処
とする。
・全加入者を対象に切替可能薬剤の情報提供を強化する。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
被保険者の特定健診の受診率が、単一健保としては低い水準に留まっている。  当健保組合の多くの適用事業所では健診代行業者による健康診断受診管理を行なってい

るが、令和4年度までは未受診者に対する受診勧奨が甘く一般健診も含め受診率が低い状
況にあった。令和5年度はコラボヘルスを強化し受診勧奨を徹底したことによりかなりの
改善が見られ、自ずと特定健診の受診率も向上した。今後もこの状況を維持・継続して
いくことが重要である。

ア

イ

ウ

エ

オ

カ
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2
被扶養者の特定健診の受診率や特定保健指導の実施率が低位で推移している。  被扶養者の特定健診対象者に対する健診受診の勧めや、未受診者に対する受診勧奨が疎

かになっている。今後は、電話や郵送物などを利用した受診勧奨を積極的に行なってい
く必要がある。また、特定保健指導の実施率向上に向けた施策も検討しなければならな
い。

3
被保険者の平均年齢が低く、一人当たりの医療給付費は全国平均を下回っている。  一人当たり医療給付費は低いレベルにあるが年々増加しており、被保険者数は減少傾向

にあるにもかかわらず医療給付費費総額は横ばいもしくは増加傾向が続いている。40歳
以上の健康リスク者に対する疾病予防策の強化に加え、40歳未満者に対する健康教育や
健康維持のための施策への取り組みも検討する必要がある。

4
被保険者における女性の割合が高く、平均年齢も低い。  女性を対象とした婦人科検査に対する検査費用補助金は手厚く設定しており、受診率も

高い状況にある。また、出産・育児に関する支援策として、冊子による情報提供を行な
っている。女性の健康維持や出産・育児に関する支援策については、今後も強化してい
く必要がある。

5
事業所の拠点が点在しており、加入者の所在地が全国に亘っている。  加入者の所在地が全国に散らばっていることで、健康診断における集合健診の実施が難

しい状況にある。このため契約検査機関を増やす等、健診を受けやすい環境整備が重要
である。また、オンライン診療等の導入も検討する必要がある。

6
被扶養者の人数が少なく、扶養率は0.25と低水準にある。  被扶養者の人数が少ないことで、被扶養者に対する施策が疎かになりがちである。人数

が少ない分きめ細かな対応が可能となることもあるため、様々な角度からの検討が必要
である。

7 当健保組合には、医療専門職が不在である。  予防医学的な知識・経験が必要な場面では、事業所の産業医や委託業者を活用すること
を検討する。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 生活習慣病のリスク保有者への対策が、特定保健指導のみである。  特定保健指導対象者だけでなく、非肥満や40歳未満の生活習慣病リスク保有者に対する
支援を検討する。

2
保健事業実施時にコラボヘルスが機能していない。  保健事業をより効果的に実施し目標を達成するためには、コラボヘルスが欠かせない。

今後に向けては、事業主との連携を強化し情報共有を密に行なうことで協力体制を築き
、コラボヘルスに積極的に取り組んでいくこととしたい。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　事業主との連携強化による健康診断受診率の向上
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康情報の発信と情報提供による健康意識の高揚
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診事業
　特定保健指導事業 　特定保健指導事業
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　保健指導宣伝 　育児情報冊子の配布
　保健指導宣伝 　ホームページの活用
　疾病予防 　婦人科検査費用補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
　疾病予防 　女性の健康・育児相談窓口の設置
　疾病予防 　新型コロナウイルス感染症検査キット購入費用補助
　体育奨励 　ウオーキングキャンペーンの実施
　体育奨励 　契約保養所利用補助
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・健康管理の入り口である「健康診断」の受診率の引き上げとその継続が喫緊の課題である。事業所・健診代行業者・健保組合の連携を密にし、未受診者に対する受診勧奨の実施と徹底
を最優先課題と位置付ける。
・女性被保険者の構成割合が高いことを鑑み、疾病予防のための婦人科検査受診率の向上と出産・育児支援に係る事業を充実させる。

事業全体の目標
・近年伸び続けている「一人当たり医療費」を抑制するため、40歳以上という年齢に拘らず生活習慣病のリスクを抑える等、すべての加入者の疾病予防に繋がる事業に取り組む。
・事業主との連携を強化し、より効果的な保健事業が実施できるようコラボヘルス体制を確立する。
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職場環境の整備
- - - - - -

疾
病
予
防

1,3,4,
5,6,8

既
存

事業主との連
携強化による
健康診断受診
率の向上

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 ３ ア,ウ,エ,ケ

,サ - ア,イ -

被保険者への受診勧奨策
・事業主を通じたコラボ
ヘルスによる受診勧奨
被扶養者への受診率向上
策
・被扶養者用の受診勧奨
パンフレットの制作、ハ
ガキの送付など

被保険者への受診勧奨策
・事業主を通じたコラボ
ヘルスによる受診勧奨
被扶養者への受診率向上
策
・被扶養者用の受診勧奨
パンフレットの制作、ハ
ガキの送付など

被保険者への受診勧奨策
・事業主を通じたコラボ
ヘルスによる受診勧奨
被扶養者への受診率向上
策
・被扶養者用の受診勧奨
パンフレットの制作、ハ
ガキの送付など
・被扶養者に対する外部
巡回健診の導入

被保険者への受診勧奨策
・コラボヘルスによる受
診勧奨を継続しながらも
、健診代行業者に管理・
運営を委託し90％以上の
受診率達成を目指す。
被扶養者への受診率向上
策
・被扶養者用の受診勧奨
パンフレットの制作、ハ
ガキの送付など
・被扶養者に対する外部
巡回健診の導入

被保険者・被扶養者への
受診勧奨策
・健診代行業者にすべて
の事業所の特定健診業務
を委託すると共に、被扶
養者についても受診勧奨
の実施を依頼する。

特定健診と特定保健指導
の運営を外部委託業者に
一括委託し、無駄の無い
効率的な運営を目指す。

事業主・健診代行業者・健保組合の連携強
化により健康診断受診率の向上を目指すと
共に、効果的な保健事業の実施に向けた職
場環境の整備を図る。

・被保険者の特定健診受診率が単
一健保の中では低い状況が続いて
おり、生活習慣病の早期発見や予
備軍に対する注意喚起が漏れてし
まっている可能性がある。
・被扶養者の特定健診受診率が低
いまま放置されており、疾病予防
対策が行なえない状況にある。
・被保険者の特定保健指導実施率
は向上してきておりコラボヘルス
の成果が上がっているが、経年者
の減少が今後の課題である。
・被扶養者に対してはほとんど実
施できておらず、生活習慣病のリ
スクが放置されてしまっている。

特定健診受診率(【実績値】80.0％　【目標値】令和6年度：81.0％　令和7年度：82.0％　令和8年度：83.0％　令和9年度：84.0％　令和10年度：87.0％　令和11
年度：90.0％)-

特定保健指導の対象者数(【実績値】134人　【目標値】令和6年度：130人　令和7年度：132人　令和8年度：134人　令和9年度：136人　令和10年度：138人　令和11年度：140人)特定健診受診率の向上により特
定保健指導対象者数が増加することが想定されるが、対象者に対して特定保健指導を実施することで対象者割合を減少させ生活習慣病リスクの軽減を図る。

加入者への意識づけ
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,3,4,
5,6,7

既
存

健康情報の発
信と情報提供
による健康意
識の高揚

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 ３ ア,ケ - ア,イ -

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・10代以下の被扶養者向
けに保護者を通じた適切
な受診行動を促す情報提
供
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・10代以下の被扶養者向
けに保護者を通じた適切
な受診行動を促す情報提
供
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・10代以下の被扶養者向
けに保護者を通じた適切
な受診行動を促す情報提
供
・かかりつけ医による適
切な受診の推奨
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

組合のホームページや事
業所の広報システムを利
用した健康情報の発信と
送付物（通知や冊子）に
よる情報提供
・生活習慣病予防に関す
る情報提供や教育
・10代以下の被扶養者向
けに保護者を通じた適切
な受診行動を促す情報提
供
・かかりつけ医による適
切な受診の推奨
・医療費通知送付による
医療費総額の送付
・後発医薬品差額通知送
付による薬剤費低減の促
進
・育児情報冊子の送付に
よる育児支援
・被扶養者への健診受診
勧奨通知の送付

加入者に対して健康情報の発信を適時行な
うことで健康意識の高揚を図ると共に、医
療費に係る各種通知の発送により医療費削
減に対する意識を高めてもらう。
また育児情報冊子の送付による育児支援を
継続する。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

健康関連情報発信回数（育児情報冊子の送付を除く）(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：6回　令和8年度：8回　令和9年度：10回　令和10
年度：12回　令和11年度：12回)-

情報の発信・提供により「加入者への意識づけ」がどこまで進んだかについてのアウトカム指標は、個別の事業において設定する。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

1,3

既
存(

法
定)

特定健診事業 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 ３ ウ,ケ 対象者の抽出

受診参加の促進 ア,カ
事業主・健診機関との連
携体制の構築
運営マニュアルの整備

事業所ごとの受診及び受
診予約率を定期的に把握
し、進捗を管理する。年
度内での受診を励行させ
るため、毎年12月末まで
に予約を完了するよう事
業主の上長を通じた受診
勧奨を行なう。

事業所ごとの受診及び受
診予約率を定期的に把握
し、進捗を管理する。年
度内での受診を励行させ
るため、毎年12月末まで
に予約を完了するよう事
業主の上長を通じた受診
勧奨を行なう。

事業所ごとの受診及び受
診予約率を定期的に把握
し、進捗を管理する。年
度内での受診を励行させ
るため、毎年12月末まで
に予約を完了するよう事
業主の上長を通じた受診
勧奨を行なう。

事業所ごとの受診及び受
診予約率を定期的に把握
し、進捗を管理する。年
度内での受診を励行させ
るため、毎年12月末まで
に予約を完了するよう事
業主の上長を通じた受診
勧奨を行なう。

健診代行業者にすべての
事業所の特定健診業務を
委託すると共に、被扶養
者についても受診勧奨の
実施を依頼する。

特定健診と特定保健指導
の運営を外部委託業者に
一括委託し、無駄の無い
効率的な運営を目指す。

特定健診受診率を向上させることで特定保
健指導対象者を漏れなくあぶり出し、保健
指導に繋げることで生活習慣病リスクの軽
減を図る。

・被保険者の特定健診受診率が単
一健保の中では低い状況が続いて
おり、生活習慣病の早期発見や予
備軍に対する注意喚起が漏れてし
まっている可能性がある。
・被扶養者の特定健診受診率が低
いまま放置されており、疾病予防
対策が行なえない状況にある。

特定健診受診率(【実績値】80.0％　【目標値】令和6年度：81.0％　令和7年度：82.0％　令和8年度：83.0％　令和9年度：84.0％　令和10年度：87.0％　令和11
年度：90.0％)-

特定保健指導対象者数(【実績値】134人　【目標値】令和6年度：130人　令和7年度：132人　令和8年度：134人　令和9年度：136人　令和10年度：138人　令和11年度：140人)特定健診受診率の向上により特定
保健指導対象者数が増加することが想定されるが、対象者に対して次項の特定保健指導を実施することで対象者割合を減少させ生活習慣病リスクの軽減を図る。

- - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

1,2,4

既
存(

法
定)

特定保健指導
事業 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 ３ エ,ケ,サ

対象者の抽出（優先順位
づけ）
参加の促進（外部委託業
者との連動）

ア,ウ
データの整備（経年の健
診データ・保健指導デー
タ）
運営マニュアルの整備（
外部委託業者との連携）

外部委託業者との連携を
深めると共に事業所との
コラボヘルス体制を維持
・強化し、高い水準の実
施率を継続させる。

外部委託業者との連携を
深めると共に事業所との
コラボヘルス体制を維持
・強化し、高い水準の実
施率を継続させる。

外部委託業者との連携を
深めると共に事業所との
コラボヘルス体制を維持
・強化し、高い水準の実
施率を継続させる。

外部委託業者との連携を
深めると共に事業所との
コラボヘルス体制を維持
・強化し、高い水準の実
施率を継続させる。

外部委託業者との連携を
深めると共に事業所との
コラボヘルス体制を維持
・強化し、高い水準の実
施率を継続させる。

特定健診受診管理と特定
保健指導実施管理の一元
化を行なうことで、費用
面も含め事業の効率化を
図る。

特定保健指導の実施率を上げることで、保
健指導対象者割合の減少を目指す。

・被保険者の特定保健指導実施率
は向上してきておりコラボヘルス
の成果が上がっているが、経年者
の減少が今後の課題である。
・被扶養者に対してはほとんど実
施できておらず、生活習慣病のリ
スクが放置されてしまっている。

特定保健指導実施率(【実績値】53.3％　【目標値】令和6年度：60.0％　令和7年度：61.4％　令和8年度：64.2％　令和9年度：66.2％　令和10年度：68.1％　令和
11年度：70.0％)- 特定保健指導対象者数(【実績値】134人　【目標値】令和6年度：130人　令和7年度：132人　令和8年度：134人　令和9年度：136人　令和10年度：138人　令和11年度：140人)-

- 特定保健指導対象者割合の減少(【実績値】9.8％　【目標値】令和6年度：10.0％　令和7年度：9.9％　令和8年度：9.8％　令和9年度：9.7％　令和10年度：9.3％　令和11年度：9.0％)-
- リピーター割合の減少(【実績値】46.2％　【目標値】令和6年度：45.0％　令和7年度：44.0％　令和8年度：43.0％　令和9年度：42.0％　令和10年度：41.0％　令和11年度：40.0％)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

18



保
健
指
導
宣
伝

2,8 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

１月から１１月分の医療
費（本人・家族）を毎年
２月に事業所経由で加入
者に通知している。

シ
大和総研に医療費の抽出
と媒体作成を依頼してい
る。

医療費の状況把握並びに
医療費削減の意識づけに
役立っている。また、加
入者が医療費控除の申請
を行なう際に利用できる
。確定申告の時期に間に
合わせるため医療費の掲
載期間を1月〜11月のもの
としている。

医療費の状況把握並びに
医療費削減の意識づけに
役立っている。また、加
入者が医療費控除の申請
を行なう際に利用できる
。確定申告の時期に間に
合わせるため医療費の掲
載期間を1月〜11月のもの
としている。

医療費の状況把握並びに
医療費削減の意識づけに
役立っている。また、加
入者が医療費控除の申請
を行なう際に利用できる
。確定申告の時期に間に
合わせるため医療費の掲
載期間を1月〜11月のもの
としている。

内容の変更は行わないが
紙媒体での送付をやめて
、電子データでの配信と
することでのコスト削減
を検討する。

内容の変更は行わないが
紙媒体での送付をやめて
、電子データでの配信と
することでのコスト削減
を検討する。

内容の変更は行わないが
紙媒体での送付をやめて
、電子データでの配信と
することでのコスト削減
を検討する。

加入者に対して、医療費状況把握と医療費
削減の意識づけを行う。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

対象者全員に向けた情報提供(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％
　令和11年度：100％)-

医療費通知の送付は加入者が自身の医療費を把握することで医療費削減の意識づけに役立つが、アウトカム指標の設定は困難である。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2,7 既
存

ジェネリック
通知 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ ス - シ -

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

一定期間における医薬品
使用数のうちジェネリッ
ク医薬品に切替えた場合
の差額通知を送付するこ
とで切替を促し、医療費
の低減に繋げる。また、
状況に応じてジェネリッ
ク医薬品希望シールを配
布する。

ジェネリック医薬品の利用促進により、医
療費の削減に繋げる。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

ジェネリック通知の送付(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)- ジェネリック医薬品の使用率向上(【実績値】83.26％　【目標値】令和6年度：84.00％　令和7年度：85.00％　令和8年度：86.00％　令和9年度：87.00％　令和10年度：87.50％　令和11年度：88.00％)-

- - - - - -

8 既
存

育児情報冊子
の配布 全て 女性

18
〜
74

基準該
当者 １ ス - シ -

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

出産した加入者に対して
、育児支援の一環として
育児情報冊子を送付する
。
令和6年度より父親への育
児支援として、「パパ育
児のトビラ」を併せて送
付することとした。

- 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

- -
- - - - - -

2,5 既
存

ホームページ
の活用 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ,ス - シ -

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康管理に対する意識を
高めてもらうため、ホー
ムページに定期的に健康
情報を掲載する。また、
事業所のイントラネット
等と連携してホームペー
ジに誘導する等セッショ
ン数を拡大させ、より有
効な情報提供ツールとし
ての機能を高めていく。

健康保険組合からのお知らせや、各種手続
きの方法、健康意識向上のためのコンテン
ツを提供し、健康管理に対する意識づけや
健保組合の活動に対する理解を深めてもら
う。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・男性の肥満該当のうち、リスク
保有者は53.7％いる。非肥満でも
リスク保有者は37.8％いる。
・女性では、肥満該当のうちリス
ク保有者は40.7％いる。非肥満該
当者でもリスク保有者は15.4％い
る。

健康情報掲載回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5件　令和7年度：5件　令和8年度：6件　令和9年度：8件　令和10年度：10件　令和11年度：10件)ホーム
ページに健康管理や健康増進に関する情報を定期的に掲載する。

年間ホームページセッション回数(【実績値】18,397件　【目標値】令和6年度：18,500件　令和7年度：19,000件　令和8年度：19,500件　令和9年度：20,000件　令和10年度：21,000件　令和11年度：22,000件)
事業所のイントラネット等と連携しホームページの情報掲載を周知することで、ホームページへのセッション回数の増加を図る。

- - - - - -

疾
病
予
防

3 既
存

婦人科検査費
用補助 全て 女性

18
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ ス - シ -

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

健康診断（人間ドック・
生活習慣病健診）の受診
時に合わせて婦人科検査
を受けてもらう。（30歳
以上の女性加入者）
30歳未満の女性加入者に
対しては、子宮がん検査
に一定の補助を行なう。
女性加入者割合の高い当
健保組合の特性を踏まえ
、受診率を高めることで
婦人科系疾患の予防に繋
げる。

婦人科疾患の早期発見・早期治療。
費用の補助（３０歳以上の女性）女性の健
康課題に対応する目的で、婦人科疾患に特
化した健診メニューを提供する。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

婦人科検査の同時受診率(【実績値】85.4％　【目標値】令和6年度：86.0％　令和7年度：87.0％　令和8年度：88.0％　令和9年度：89.0％　令和10年度：89.5％　
令和11年度：90.0％)- 乳房・女性性器疾患件数の減少(【実績値】1,253件　【目標値】令和6年度：1,250件　令和7年度：1,240件　令和8年度：1,230件　令和9年度：1,220件　令和10年度：1,210件　令和11年度：1,200件)-

- - - - - -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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8 既
存

インフルエン
ザ予防接種費
用補助

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ケ - ア,イ -

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

被保険者に対して、年1回
に限りインフルエンザ予
防接種費用の補助を行な
っている。昨今は感染者
数が増加傾向にあるため
、積極的に受けるよう事
業所と連携して周知を図
っていくことが重要であ
る。

インフルエンザ予防接種を受けることを推
し進め、インフルエンザ罹患率の低下を図
る。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。

予防接種費用補助利用率(【実績値】8.0％　【目標値】令和6年度：10.0％　令和7年度：12.0％　令和8年度：14.0％　令和9年度：16.0％　令和10年度：18.0％　
令和11年度：20.0％)- ウイルス性疾患件数の減少(【実績値】369件　【目標値】令和6年度：360件　令和7年度：350件　令和8年度：340件　令和9年度：330件　令和10年度：325件　令和11年度：320件)-

- - - - - -

1,5,6 新
規

女性の健康・
育児相談窓口
の設置

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ク,シ -

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

女性特有の健康と育児に
関する相談窓口を設ける
ことで、女性加入者の健
康維持と育児支援に結び
付ける。

被保険者における女性の構成割合が高い当
健保組合の特性を踏まえ、健保連の実施す
る「女性の健康・育児相談窓口事業」に参
加し疾病予防に結び付ける。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

相談件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：120件　令和7年度：130件　令和8年度：140件　令和9年度：150件　令和10年度：160件　令和11年度：170件)- 女性特有の疾病件数比率の減少(【実績値】7.1％　【目標値】令和6年度：7.0％　令和7年度：6.8％　令和8年度：6.6％　令和9年度：6.4％　令和10年度：6.2％　令和11年度：6.0％)「乳房・女性性器疾患」、「
月経・閉経周辺期障害」、「他の妊娠・分娩・産じょく」、「乳房の悪性新生物」の4疾病合計件数比率の減少を目指す。

- - - - - -

3,8 既
存

新型コロナウ
イルス感染症
検査キット購
入費用補助

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ケ - ア,ク -

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原
検査キットの入手ルート
を確保し、購入費用の一
部を補助する。
一部事業所では健保補助
金以外を負担し、無料配
布を行なっている。

新型コロナウイルス抗原検査キットを利用
することで、感染の早期発見による重症化
予防と感染拡大防止を目指す。
また、職場等へ出向く際の安心材料として
も利用してもらう。

・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。

- -
- - - - - -

体
育
奨
励

2,5 新
規

ウオーキング
キャンペーン
の実施

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ア,ケ - シ -

加入者の健康増進と健康
維持の意識を高めてもら
うための施策として実施
する。

加入者の健康増進と健康
維持の意識を高めてもら
うための施策として実施
する。

加入者の健康増進と健康
維持の意識を高めてもら
うための施策として実施
する。

運動に関したキャンペー
ンだけでなく、食生活や
日常生活に関したキャン
ペーンの実施も検討する
。

運動に関したキャンペー
ンだけでなく、食生活や
日常生活に関したキャン
ペーンの実施も検討する
。

運動に関したキャンペー
ンだけでなく、食生活や
日常生活に関したキャン
ペーンの実施も検討する
。

加入者の健康増進を図ることと健康意識を
高めてもうらうことで、医療費全般の抑制
に繋げる。

・一人当たり医療費は50代と60代
以上が大きく、他の年代では概ね
同額である。
・一人当たり医療費は、50代を除
き増加傾向が続いている。
・医療費総額は、歯科関連疾患と
新型コロナ関連によるものが突出
して多い。
・女性の被保険者の割合が高いた
め、女性器・妊娠出産・月経障害
などの婦人科系疾病の医療費が上
位となっている。
・男性の肥満該当のうち、リスク
保有者は53.7％いる。非肥満でも
リスク保有者は37.8％いる。
・女性では、肥満該当のうちリス
ク保有者は40.7％いる。非肥満該
当者でもリスク保有者は15.4％い
る。

キャンペーン参加率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：10％　令和8年度：15％　令和9年度：20％　令和10年度：25％　令和11年度：30％)- 一人当たり医療費の削減(【実績値】191,189円　【目標値】令和6年度：190,000円　令和7年度：189,000円　令和8年度：188,000円　令和9年度：187,000円　令和10年度：186,000円　令和11年度：185,000円)
-

- - - - - -

8 既
存

契約保養所利
用補助 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ス - シ -

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

健保連の保養所や近畿日
本ツーリストの提携施設
利用に際し、補助金を支
給している。
加入者の健康増進、心身
のリフレッシュに資する
事業として継続する。

被保険者・被扶養者の健康増進、心身のリ
フレッシュ。 該当なし

利用補助制度の周知(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)- 契約保養所利用人数(【実績値】2人　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：8人　令和9年度：8人　令和10年度：10人　令和11年度：10人)-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
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注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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